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１．平成18年5月期の業績（平成17年6月1日～平成18年5月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年5月期 42,465  ( △0.5) 938  (△11.3) 1,003 （△10.2)

17年5月期 42,692 ( △2.4) 1,057 (　 6.8) 1,117 (   7.4)

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり当期純利益

自 己 資 本
当期純利益率

総  資  産
経常利益率

売  上  高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年5月期 547 (△6.2) 46 93 －  6.3 3.0 2.4

17年5月期 584 ( 12.1) 48 22 －  7.1 3.3 2.6

（注）①期中平均株式数 18年5月期          11,675,506株 17年5月期 11,698,277株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年5月期 33,397 9,059 27.1 776 57

17年5月期 33,452 8,460 25.3 722 08

（注）①期末発行済株式数 18年5月期           11,666,626株 17年5月期 11,688,494株

②期末自己株式数 18年5月期       106,000株 17年5月期 84,132株

２．平成19年5月期の業績予想（平成18年6月1日～平成19年5月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 17,600 130 70

通　期 43,000 1,100 580

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　49円71銭

３．配当状況

 

・現金配当  1株当たり配当金(円） 配当金総額 

(百万円)

 配当性向

（％）

 純資産配当率

（％） 中間期末  期末  年間

 17年５月期 － 12.00 12.00 140 24.9 1.7

 18年５月期 － 13.00 13.00 151 27.7 1.7

 19年5月期（予想） 5.00 8.00 13.00    

（注）18年５月期期末配当金の内訳　普通配当10円00銭　特別配当　3円00銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の4～5ページを参照して下さい。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成17年５月31日）

当事業年度
（平成18年５月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

１．現金及び預金 ※１ 1,935,513 1,836,334  

２．受取手形  8,542,836 7,879,714  

３．売掛金 9,929,282 10,241,619  

４．商品 3,929,131 4,061,165  

５．未成工事支出金 97,113 140,101  

６．貯蔵品 1,051 1,060  

７．前払費用 2,140 2,369  

８．繰延税金資産 177,270 206,777  

９．未収金 311,449 396,532  

10．短期貸付金 13,768 16,000  

11．その他 18,584 28,141  

　　貸倒引当金 △54,800 △53,800  

流動資産合計 24,903,343 74.4 24,756,018 74.1 △147,324

Ⅱ　固定資産  

１．有形固定資産  

(１)建物 ※１ 4,411,241 4,446,172  

減価償却累計額 2,543,557 1,867,683 2,647,173 1,798,999  

(２)構築物 669,359 681,982  

減価償却累計額 524,190 145,168 547,124 134,858  

(３)機械装置 228,075 230,711  

減価償却累計額 190,604 37,470 197,670 33,041  

(４)車輌運搬具 351,756 356,427  

減価償却累計額 230,282 121,474 240,387 116,039  

(５)工具器具備品 198,446 204,017  

減価償却累計額 168,881 29,565 174,107 29,910  

(６)土地 ※１ 3,849,605 3,885,456  

(７)建設仮勘定  2,600 26,250  

有形固定資産合計 6,053,567 18.1 6,024,555 18.1 △29,011
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前事業年度
（平成17年５月31日）

当事業年度
（平成18年５月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

２．無形固定資産  

(１)電話加入権 9,945 9,945  

(２)その他 47,010 37,885  

無形固定資産合計 56,955 0.2 47,830 0.1 △9,125

３．投資その他の資産  

(１)投資有価証券 ※１ 1,363,467 1,809,410  

(２)関係会社株式 58,501 58,501  

(３)出資金 30,008 28,458  

(４)関係会社長期貸付金 66,969 51,969  

(５)更生債権等 152,620 140,766  

(６)長期前払費用 5,281 11,545  

(７)繰延税金資産 332,293 197,937  

(８)差入保証金 540,903 373,627  

(９)その他 15,302 14,821  

　　貸倒引当金 △126,957 △118,398  

投資その他の資産合計 2,438,388 7.3 2,568,638 7.7 130,249

固定資産合計 8,548,912 25.6 8,641,024 25.9 92,112

資産合計 33,452,255 100.0 33,397,042 100.0 △55.213

 

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１．支払手形  8,036,085 7,620,735  

２．買掛金 11,400,473 11,438,176  

３．短期借入金 ※１ 2,895,000 2,585,000  

４．一年以内返済予定長期
借入金

※１ 227,366 165,366  

５．未払金 42,047 89,817  

６．未払費用 688,253 698,379  

７．未払法人税等 126,591 302,462  

８．未払消費税等 22,777 32,002  

９．役員賞与引当金 － 20,000  

10．前受金 29,469 34,367  

11．その他 27,385 32,789  

流動負債合計 23,495,449 70.2 23,019,097 69.0 △476,352
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前事業年度
（平成17年５月31日）

当事業年度
（平成18年５月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅱ　固定負債  

１．長期借入金 ※１ 209,247 43,881  

２．退職給付引当金 1,081,652 1,073,396  

３．役員退職慰労引当金 195,880 182,055  

４．預り保証金 10,009 18,645  

固定負債合計 1,496,788 4.5 1,317,978 3.9 △178,810

負債合計 24,992,237 74.7 24,337,075 72.9 △655,162

 

（資本の部）  

Ⅰ　資本金 ※２ 1,491,267 4.5 － － △1,491,267

Ⅱ　資本剰余金  

１.資本準備金 1,751,682   －    

２.その他の資本剰余金        

自己株式処分差益 223   －    

資本剰余金合計  1,751,906 5.2  － － △1,751,906

Ⅲ　利益剰余金  

１．利益準備金 290,475 －  

２．任意積立金 3,984,000 －  

３．当期未処分利益 723,740   －    

利益剰余金合計  4,998,215 14.9  － － △4,998,215

Ⅳ　その他有価証券評価差額
金

264,159 0.8 － － △264,159

Ⅴ　自己株式 ※３ △45,530 △0.1 － － 45,530

資本合計 8,460,017 25.3 － － △8,460,017

負債資本合計 33,452,255 100.0 － － △33,452,255
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前事業年度

（平成17年５月31日）
当事業年度

（平成18年５月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
(千円)

（純資産の部）   

Ⅰ　株主資本   

１．資本金  － － 1,491,267 4.5 1,491,267

２．資本剰余金   

(1）資本準備金  － 1,751,682  

(2）その他資本剰余金  － 297  

資本剰余金合計  － － 1,751,980 5.2 1,751,980

３．利益剰余金   

(1）利益準備金  － 290,475  

(2）その他利益剰余金   

従業員福利施設積立
金

 － 24,000  

別途積立金  － 4,410,000  

繰越利益剰余金  － 661,392  

利益剰余金合計  － － 5,385,867 16.1 5,385,867

４．自己株式  － － △61,750 △0.2 △61,750

　株主資本合計  － － 8,567,364 25.6 8,567,364

Ⅱ　評価・換算差額等   

１．その他有価証券評価差
額金

  － －  492,602 1.5 492,602

　評価・換算差額等合
計 

 － － 492,602 1.5 492,602

純資産合計  － － 9,059,967 27.1 9,059,967

負債純資産合計  － － 33,397,042 100.0 33,397,042
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(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

当事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高  

１．商品売上高 41,573,966 41,053,977  

２．完成工事高 1,118,120 42,692,087 100.0 1,411,238 42,465,216 100.0 △226,870

Ⅱ　売上原価  

１．商品期首たな卸高 3,930,878 3,929,131  

２．当期商品仕入高 35,187,856 34,785,465  

合計 39,118,735 38,714,596  

３．商品期末たな卸高 3,929,131 4,061,165  

４．完成工事原価 948,549 36,138,153 84.6 1,205,136 35,858,567 84.4 △279,586

売上総利益 6,553,933 15.4 6,606,649 15.6 52,715

Ⅲ　販売費及び一般管理費  

１．荷造・運搬費 511,580 508,804  

２．貸倒引当金繰入額 － 72,894  

３．従業員給与手当 1,627,406 1,620,177  

４．従業員賞与 576,299 581,275  

５．役員賞与引当金繰入額 － 20,000  

６．退職給付費用 173,924 174,001  

７．役員退職慰労引当金繰
入額

12,825 12,725  

８．法定福利費 386,781 395,318  

９．旅費交通費 241,580 248,556  

10．諸税公課 126,909 118,592  

11．減価償却費 199,045 198,738  

12．研究開発費 ※１ 467,685 477,889  

13．その他 1,172,030 5,496,068 12.9 1,238,942 5,667,918 13.3 171,849

営業利益 1,057,865 2.5 938,731 2.3 △119,134
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前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

当事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅳ　営業外収益  

１．受取利息 12,767 12,138  

２．受取配当金 15,400 16,676  

３．受取家賃 53,361 56,649  

４．為替差益 2,176 －  

５．雑収入 18,140 101,847 0.2 19,641 105,105 0.2 3,258

Ⅴ　営業外費用  

１．支払利息 42,626 39,423  

２．為替差損 － 318  

３．雑損失 1 42,627 0.1 845 40,587 0.1 △2,040

経常利益 1,117,085 2.6 1,003,249 2.4 △113,835

Ⅵ　特別利益  

１．投資有価証券売却益 5,238   16,906    

２．貸倒引当金戻入益 1,510 6,749 0.0 － 16,906 0.0 10,156

Ⅶ　特別損失  

１．固定資産売却損 ※２ 88,238 8,585  

２．固定資産処分損 ※３ 5,737 10,964  

３．投資有価証券評価損  220 11,404  

４．減損損失 ※４ － 94,195 0.2 2,290 33,244 0.1 △60,951

税引前当期純利益 1,029,639 2.4 986,911 2.3  

法人税、住民税及び事
業税

408,000 489,000  

法人税等調整額 37,555 445,555 1.0 △50,001 438,999 1.0  

当期純利益 584,083 1.4 547,913 1.3 △36,170

前期繰越利益 139,657 －  

当期未処分利益 723,740 －  
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 　完成工事原価明細書

前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

当事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　材料費 444,070 46.8 522,511 43.4 78,440

Ⅱ　労務費 － － － － －

Ⅲ　外注費 396,592 41.8 573,285 47.5 176,693

Ⅳ　経費 107,886 11.4 109,338 9.1 1,452

（うち人件費） (42,916) (43,192) 275

完成工事原価 948,549 100.0 1,205,136 100.0 256,586

　（注）　原価計算の方法は個別原価計算であります。

(3）利益処分計算書

前事業年度
 (株主総会承認日

　 平成17年8月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　当期未処分利益 723,740

Ⅱ　利益処分額

１．配当金 140,261

２．役員賞与金 20,000

（うち監査役賞与金） (1,000)

３．任意積立金

別途積立金 450,000 610,261

Ⅲ　次期繰越利益 113,478
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(4) 株主資本等変動計算書

当事業年度（自平成17年６月１日　至平成18年５月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
 

利益剰余
金合計従業員

福利施設
積立金

 別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成17年５月31日

　残高　　(千円）
1,491,267 1,751,682 223 1,751,906 290,475 24,000 3,960,000 723,740 4,998,215 △45,530 8,195,858

事業年度中の変動

額

別途積立金の積

立て
      450,000 △450,000    

剰余金の配当        △140,261 △140,261  △140,261

利益処分による

役員賞与
       △20,000 △20,000  △20,000

当期純利益        547,913 547,913  547,913

自己株式の処分   74 74      140 214

自己株式の取得          △16,359 △16,359

株主資本以外

の項目の事業

年度中の変動

額（純額）

           

事業年度中の変動

額合計　（千円）
－ － 74 74 － － 450,000 △62,348 387,651 △16,219 371,506

平成18年５月31日

　残高　　(千円）
1,491,267 1,751,682 297 1,751,980 290,475 24,000 4,410,000 661,392 5,385,867 △61,750 8,567,364

評価・換算差額等

純資産合計その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

平成17年５月31日　残高

　　　　　　　　（千円）
264,159 264,159 8,460,017

事業年度中の変動額

別途積立金の積立て    

剰余金の配当   △140,261

利益処分による役員賞与   △20,000

当期純利益   547,913

自己株式の処分   214

自己株式の取得   △16,359

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額）
228,443 228,443 228,443

事業年度中の変動額合計

　　　　　　　（千円）
228,443 228,443 599,949

平成18年５月31日　残高

　　　　　　　（千円）
492,602 492,602 9,059,967
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重要な会計方針

前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

当事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法 １．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 子会社株式

総平均法による原価法 同　　　左

その他有価証券 その他有価証券

時価のあるもの 時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平

均法により算定）

同　　　左

時価のないもの 時価のないもの

　総平均法による原価法 同　　　左

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品　　　　　…総平均法による原価法 商品　　　　　… 同左

　ただし、ミニチューバー（種イ

モ）関係のうちマイクロチューバー

については先入先出法による原価法

 

未成工事支出金…個別法による原価法 未成工事支出金… 同左

貯蔵品　　　　…最終仕入原価法 貯蔵品　　　　… 同左

３．固定資産の減価償却方法 ３．固定資産の減価償却方法

有形固定資産…定率法 有形固定資産 … 同左

　ただし、平成10年４月１日以降に取

得の建物（建物附属設備を除く）につ

いては定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　　　　　　　５～50年

構築物　　　　　　　10～20年

無形固定資産…定額法 無形固定資産… 同左

長期前払費用…定額法 長期前払費用… 同左

４．引当金の計上基準 ４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

同　　　左

(2）

 ──────

 

(3）退職給付引当金

(2）役員賞与引当金

　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき

計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、計

上しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理しております。

同　　　左
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前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

当事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

 　（4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。

 　（4）役員退職慰労引当金

同　　　左

５．リース取引の処理方法 ５．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

同　　　左

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理 　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 同　　　左

 財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

当事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号　平成15年10月31日）を適用しております。これによ

り税引前純利益は2,290千円減少しております。

　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき土地の金額から直接控除しております。

 ────── 　(役員賞与に係る会計基準） 

　当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しております。

これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、

20百万円減少しております。 

 ──────  　（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針８号　平成17年

12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は、純資産の部の

合計と同額であります。

　なお、財務諸表等規則の改正により，当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。
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追加情報 

前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

当事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

 外形標準課税制度の導入について   

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第9

号）が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月1日以降

に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年2月13日企業会計基準委員会実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価値割および資本割につ

いては、販売費及び一般管理費に計上しております。

　この結果、販売費及び一般管理費が23百万円増加し、営

業利益、経常利益および税引前当期純利益がそれぞれ同額

減少しております。

──────

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成17年５月31日）

当事業年度
（平成18年５月31日）

※１．担保に供している資産及び担保権により担保されて

いる債務の状況

※１．担保に供している資産及び担保権により担保されて

いる債務の状況

資産の種類 債務の種類

区分
金額

（千円）
区分

金額
（千円）

預金 34,500 短期借入金 2,545,000

土地 942,255
一年以内返済
予定長期借入
金

217,000

建物 207,190 長期借入金 169,000

投資有価証券 174,191

合計 1,358,137 合計 2,931,000

資産の種類 債務の種類

区分
金額

（千円）
区分

金額
（千円）

預金 34,500 短期借入金 2,335,000

土地 942,255
一年以内返済
予定長期借入
金

155,000

建物 202,174 長期借入金 14,000

投資有価証券 224,919

合計 1,403,849 合計 2,504,000

※２．株式の状況 ※２．  ───── 

授権株式数 普通株式 19,000千株

発行済株式総数 普通株式 11,772千株

        

※３．自己株式 ※３．　─────

　当社が保有する自己株式の数は、普通株式84千株で

あります。

　４．配当制限 　４．　─────

　投資有価証券の時価評価により、純資産が264,159

千円増加しております。

　なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充てることが制限されております。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

当事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

※１．研究開発費の総額 ※１．研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 467,685千円 一般管理費に含まれる研究開発費 477,889千円

※２．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

土地 88,238千円

※２．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

土地 8,585千円

※３．固定資産処分損の内容は次のとおりであります。 ※３．固定資産処分損の内容は次のとおりであります。

建物 3,453千円

構築物 120千円

機械装置 16千円

車輌運搬具 1,876千円

工具器具備品 270千円

   

計 5,737千円

建物 2,080千円

構築物 7千円

機械装置 32千円

車輌運搬具 1,254千円

工具器具備品 100千円

建物解体費用 7,490千円

計 10,964千円

 ─────― ※４．減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額

茨城県常陸大宮市
遊休

資産
土地

千円

2,290　

　　　

　当社は、拠点別に資産をグループ化し、賃貸資産・遊休

資産については、物件ごとにグルーピングを行っておりま

す。

　上記土地については、遊休資産となっていたため、当該

資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失(2,290千円）として特別損失に計上して

おります。

　なお、当該土地の回収可能価額は正味売却価額により測

定しており、不動産鑑定士による評価額等を基礎として評

価しております。

（株主資本等変動計算書関係）

 　当事業年度（自　平成17年６月１日　至　平成18年５月31日）

 １．自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前期末株式数

（株）

当期増加株式数

（株）

当期減少株式数

（株）

当期末株式数

（株）

 自己株式     

 　　普通株式　（注）１.２ 84,132 22,112 244 106,000

 　　　　合計 84,132 22,112 244 106,000

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加22,112株は、単元未満株式の買取による増加であります。

 　　　２．普通株式の自己株式の株式数の減少244株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。
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①　リース取引

　　　　ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しています。

②　有価証券

(1）前事業年度（平成17年５月31日現在）

子会社株式で時価のあるもの

　該当事項はありません。

(2）当事業年度（平成18年５月31日現在）

子会社株式で時価のあるもの

　該当事項はありません。

③　税効果会計

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）

前事業年度
（平成17年５月31日現在）

当事業年度
（平成18年５月31日現在）

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 8,996 23,961

賞与引当金損金算入限度超過額 136,310 135,932

退職給付引当金超過額 422,458 433,652

未払事業税 13,182 24,341

賞与未払法定福利費否認額 15,399 15,573

たな卸資産評価否認額 12,378 11,237

役員退職慰労引当金繰入否認額 79,135 73,550

販売手数料等否認額 － 16,309

その他 763 4,993

繰延税金資産小計 688,625 739,552

評価性引当金 － △925

繰延税金資産合計 688,625 738,627

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 179,060 333,911

繰延税金負債計 179,060 333,911

繰延税金資産の純額 509,564 404,715

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前事業年度
（平成17年５月31日現在）

当事業年度
（平成18年５月31日現在）

法定実効税率 40.4％ 40.4％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2 2.1

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.3 △0.3

均等割等 1.8 1.9

その他 0.2 0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.3 44.5
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

当事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

１株当たり純資産額   722円08銭

１株当たり当期純利益金額 48円22銭

１株当たり純資産額      776円57銭

１株当たり当期純利益金額   46円93銭

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度

（自　平成16年６月１日

至　平成17年５月31日）

当事業年度

（自　平成17年６月１日

至　平成18年５月31日）

当期純利益 （千円） 584,083 547,913

普通株主に帰属しない金額 （千円） 20,000 －

（うち利益処分による役員賞与金） （千円） (20,000)  　　　　　　　　　　（－）

普通株式に係る当期純利益 （千円） 564,083 547,913

期中平均株式数 （千株） 11,698 11,675

７．役員の異動

１．代表者の異動

　該当事項はありません。

２．その他の役員の異動（平成18年８月30日付）

 退任予定監査役　　

　　　金子　啓一（現　非常勤監査役）
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